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企業不祥事から考えるコンプラ
イアンス管理の実務

多様化 ･ 複雑化するリスクに備える

1.	�大きな企業不祥事では、根深い「企業風土」の問題、「聖域事業・聖域部門」、	
「非中核部門」、「グループ企業」といったリスク要因が指摘されています。
2.	�経営層には、流動するリスクへの「感度」と「柔軟性」、そして、リスクを受け
止める「覚悟」を持つことが求められています。

point

近年、企業を取り巻くリスクは多様化・複雑化し、ひとたび不祥事が起きれば企業
の存続そのものが危うくなる時代となっています。

2023年上半期には上場企業による不適正会計が過去最多ペースで急増したと報じ
られているほか、品質・データ偽装事案、ハラスメント事案、情報漏えい、顧客情
報の不正使用など、多岐にわたる不祥事が発生・発覚しています。

こうした不祥事は、非上場企業や中小企業にとっても決して他人事ではありません。

現代において、こうした不祥事を防止し、企業と仲間（従業員）を守るためには、
コンプライアンスの遵守が必要不可欠です。

こうした目的を果たすためのコンプライアンスは、単なる「法令遵守」に留まるもの
ではなく、社会からの信頼や期待という「社会的要請」に応じること、換言すれば、
企業が「言行一致」の姿勢を示し続けていくことを意味します。

国広総合法律事務所
パートナー弁護士

中村 克己

企業を取り巻くリスクの現状

コンプライアンスの本質
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大きな企業不祥事では、根深い「企業風土」の問題が共通して指摘されています。

具体的には、①上司の意向に逆らえない企業風土、②内向きの企業文化、③組織
内の風通しの悪さ、④現場と経営の乖離、⑤コンプライアンス意識の不徹底、⑥目
の前の不正に対する「他人事」、「無責任」、「無関心」の企業風土が挙げられます。

たとえば、東芝の不正会計事案では、上司の意向に逆らえない企業風土、三菱電
機の品質不正事案では「言ったもん負け」という組織内の風通しを阻害する企業風
土が要因とされています。

企業風土のほかには、組織内の「聖域事業・聖域部門」、「非中核部門」、「グルー
プ企業」も不正のリスク要因となります。

こうした部門や組織はブラックボックス化しがちであり、その結果、十分な牽制やモ
ニタリングが働かなくなってしまうためだと考えられます。

不正の未然防止と早期発見を図っていくためには、何よりもまず、コンプライアンス
の実践に対する経営トップの「言行一致」と「コミットメント」が不可欠です。経営トッ
プには、ネガティブな情報（リスク情報）を歓迎し、そうした情報に正面から対応す
る姿勢を示すことが求められます。

不祥事例に見る企業に潜む不正リスク

不正の未然防止・早期発見に必要な視点

次に、法令や規則に関する正しい「知識」も重要ですが、それだけでは、次 と々発
生する多種多様な問題や新たなリスクに適切に対処していくことは困難であり、役職
員全員が、自分達の組織に求められる社会的要請に応えていくために何をすべきか、
あるいは何をすべきではないのかという「意識」を高めることが不可欠です。

こうした意識を支えるのが、「企業風土」や「組織文化」であり、「ズルをしない」、「ウ
ソをつかない（＝正直に報告する）」、「目先の利益より長期の信頼を重視する」といっ
た抽象的な規範（プリンシプル）を組織内に浸透させていくことが重要です。

さらに「VUCA（変動性、不確実性、複雑性、曖昧性）の時代」においては、経
営層自らがリスクに対する「感度」を上げるとともに、新たなリスクへの「変化対応力」、
すなわちリスクへの「柔軟性」を高める必要があります。

リスクへの「感度」や「柔軟性」を上げていくためには、次のような姿勢が有効です。

① （社会動向や他社事例を参考に）「想像力」を働かせる
② 過去よりも将来（これからの社会動向）を見据えたリスク評価を行う
③ ネガティブ情報（聞きたくない情報）を歓迎し、積極的に対応する
④ 多様な意見・外部の目を尊重する
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危機管理（非常時対応）の基本と留意点 終わりに  
～会社と仲間を守るリスク管理を目指して～

(1) 危機管理の基本

危機管理の基本は、①損害の拡大防止（止血）、②事実調査、③原因究明、
④再発防止の早期実行です。

特に人の生命身体や財産に深刻な被害が生じる事案では、何よりもまず、迅速な情
報開示等による上記①の損害の拡大防止（止血）を図ることが最優先です。

この点、小林製薬の紅麹健康被害事案では、最初の腎疾患症例報告から対外公表・
自主回収までに２か月以上を要したこと、つまり情報開示による損害の拡大防止（止
血）の遅れが強い社会的批判を招くことになりました。

(2) 危機管理で求められる対応

危機に直面した組織に求められるのは、ステークホルダーに対する「説明責任」を
果たすことであり、そのためには“事実”の“把握”が重要です。重大な危機管理案件
においては、必要十分な調査体制を構築することで早期の事実把握を図る必要があ
ります。

同時に、把握した事実の“見せ方”（危機管理広報）も重要であり、役職員には「Bad 
News First/Fast」の原則に基づく、正確かつ迅速な報告とタイムリーな情報開示
が求められます。

会社と仲間を守るリスク管理を実践するためには、経営層が流動するリスクへの「感
度」と「柔軟性」、そしてリスクを受け止める「覚悟」を持つことが必要不可欠です。

そのうえで、対応や判断が難しい事案においては、自分たちの対応について、

といった点について俯瞰的に検討することで、適切な意思決定につなげることができ
るものと考えます。

① 第三者に堂 と々説明できるか（説明責任）
② 「言行一致」の姿勢を示していると言い切れるか
③ 今後も持続可能な対応といえるか
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コンプライアンス研修を再考する

2024年は、「検査偽装」「資格の不正取得」「裏金づくり」など、大手企
業におけるコンプライアンス上の問題が相次ぎました。これらの企業でもコ
ンプライアンス研修は実施されていたはずであり、特に「検査偽装」につい
ては自動車業界をはじめ、さまざまな業界で多発していたことから、「自社は
大丈夫なのか」といった注意喚起や社内調査が行われていたに違いありませ
ん。にもかかわらず、多くの社員が関与するコンプライアンス上の問題が発
生し、あるいは長年にわたり放置されてきたのです。

コンプライアンス研修の目的は、コンプライアンス上の「リスクを低減する」ことです。
それでは、コンプライアンス研修を「リスクの低減」につなげるには、どのような内
容にすればよいのでしょうか？

今回は、事例を交えながら、「リスクの低減」につながるコンプライアンス研修につ
いて皆さんと一緒に考えていきたいと思います。

①RCSA（リスク・コントロール・アセスメント）を活用する

自社におけるコンプライアンス上のリスクを特定（識別）した資料を活用し、自社の
コンプライアンスに関する特性を把握したうえで研修を企画する方法があります。

会社法では、「大会社」と「取締役会設置会社」の両方に該当する企業に対し、
業務の適正を確保するための内部統制体制の整備を義務付けています。この内部統
制の一環として、「法令や定款に沿って業務を適正に行うためのコンプライアンス体
制の整備」が求められています。

こうした企業では、「RCSA（リスク・コントロール・セルフ・アセスメント）」を実施
していることが少なくありません。このRCSAの結果を分析することで、自社のコンプ
ライアンスに関するリスクの特性を把握することができます。RCSAを実施していない

協力／日本実業出版社

コンプライアンス研修の目的はリスクの低減

効果的なコンプライアンス研修の手法

	 多田国際コンサルティング株式会社 
フェロー 佐伯克志
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企業でも、管理職向けのコンプライアンス研修として「簡易版RCSA」に取り組むこ
とで、自社のリスクを特定することが可能です。

この方法の特徴は、単なる注意喚起や意識啓発にとどまらず、具体的な対策を含ん
でいる点にあります。また、「RCSA」という管理職が身につけるべきリスクマネジメ
ントの手法を活用することで、コンプライアンスへの継続的な関心を喚起する効果も
期待できます。

②社内アンケート等を活用する

社内のコンプライアンス意識や組織風土を把握するため、社内アンケートやヒアリン
グ調査を実施し、その結果を研修に活用する方法です。方法1のRCSAが「業務」
にフォーカスするのに対し、これは「社員の意識」にフォーカスする点が異なります。

調査結果を他社や業界のデータと比較する、あるいは過去の社内調査と比較するこ
とで、「自社の良い点」「改善が必要な点」を明確にし、社員一人ひとりがコンプラ
イアンス意識を高めるために何を意識すべきかを具体化します。

③他社のコンプライアンス問題事例を活用する

もう一つの方法は、他社で発生したコンプライアンス上の問題を取り上げ、自社で同
様の問題が発生することがないかを検証するものです。

大手企業でコンプライアンス上の問題が発生すると、多くの場合「調査報告書」が
広く公開されます。この報告書をもとに研修を組み立てます。具体的には、次の流れ
で進めます。

1.問題の概要を解説する
•	調査報告書の内容をもとに、問題の経緯や背景を整理し、参加者に説明します。

2.問題の発生原因を検討する
•	�調査報告書の情報をもとに「なぜこのような問題が発生したのか」を参加者全員

で議論します。
•	�調査委員会が収集したヒアリング結果などを紹介し、発生原因についてさらに掘り

下げて議論します。

3.自社への影響を考察する
•	�同様の問題が自社で発生する可能性を検討し、発生の防止・低減・回避のため

に取り組むべき事項を考えます。

この方法の特徴は、実際に話題になっている事例を扱うため、社員の関心を引きや
すい点です。特に、社会から強い批判を受け、会社存続の危機に直面したケースな
どを取り上げることで、「もし同じ問題が自社で発生したら、自分たちにどのような影
響があるのか」ということもイメージしやすくなります。
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【図表１】実際にあった事案の報告書をもとにしたグループワーク

資料：A工業における不正に関する特別調査委員会の中間調査報告書【公表版】より抜粋
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④ケーススタディを活用する

コンプライアンスの問題には、簡単に答えを出すことが困難なケースが多く存在しま
す。そうした状況を疑似体験させることで、社員の意識を揺さぶる手法があります。

実際の例として、「内部告発すべきか否か」というケースをご紹介します。

これは、1990年代後半に発生した薬害エイズ問題をモデルにした内容であり（図表
２）、正論としては「内部告発すべき」なのですが、実際の研修では、多くの受講者が、

「黙認するか」「関連省庁に告発し、結果的に会社を倒産に追い込むか」という二
択の間で苦悩します。「もし自分が当事者だったら、どのように行動するべきか？」と
深く考えることを通して、こうした深刻な状況に陥らないためには、日常的にコンプラ
イアンスを意識し、適切に対応することが重要であるという気づきを促します。

【図表2】内部告発をテーマとしたケーススタディ

資料：筆者作成

効果的なコンプライアンス研修のために

これまでにご紹介した様々なコンプライアンス研修の事例をもとに、効果的な研修を
実現するために必要な要素を整理すると以下の３つとなります。

3



p.9

①コンプライアンスを「自分ごと化」する

　「自分ごと化」することにより、誰でも不正を行う可能性があることを認識し、自ら
の業務と結びつけて考えさせる。

②参加者がともに考える機会を設ける

グループ討議を通じて、同じテーマについて自分の意見を他者に整理して説明する
一方で、他者の意見を聞くことにより、気づきを得る機会を提供する。

③振り返りと今後の行動を考える

自社のコンプライアンス状況を振り返り、今後どのように行動するかを具体的に考え
る機会を提供する。

今回ご紹介しましたコンプライアンス研修の方法はほんの一例です。これらを参考に
上記の３点に留意して「リスク低減」につながる研修に取り組んでください。

多田国際コンサルティング株式会社では、今回ご紹介しましたコンプライアンス研修
や管理職を対象とした労務管理研修等を実施しております。お気軽にご相談ください。

※�本稿は、多田国際コンサルティング株式会社の同名コラムの要約版です。 
本編は、以下のサイトでご覧いただけます。
https://tdc.tk-sr.jp/category_hr/column/

https://tdc.tk-sr.jp/category_hr/column/

